



























































































「復興交付金」が 1 兆 8 千億であるのに対して、
被災者とはあまり関係のない「大震災関係経費」
といわれるものが 3 兆 6 千億と倍に及んでいる。
この関係経費の内訳をみると、企業立地補助金や
節電エコ補助金あるいは住宅エコポイントさらに
は研究拠点整備費など、本来であれば復興予算と
別枠で予算化すべきものが含まれている。その分
だけ、復興のパイとしての予算が値切られたと言
える。そして、その分だけ、被災者相互の対立を
深くすることになったと言える。
以上みたように、距離の壁や財源の壁が、被災
者と被災地の復興の妨げとなっている。さらにそ
の上に、人材の壁が立ちはだかっている。人材の
壁というのは、復興に関わる人材が決定的に不足
しているということである。被災者に寄り添い、
被災者の立場に立って、復興計画をマネージメン
トする人がいないのである。復興のことも防災の
こともよく知らないコンサルが、専門家のような
顔をして上から復興計画を押し付けようとしてい
る。被災者はわけも分からないままに、それに翻
弄されている状況がある。
被災者の味方であるべき基礎自治体も、多くの
職員が被災する中で、精神的あるいは時間的余裕
をなくしてしまっている。阪神・淡路大震災の何
倍もの面積の復興事業を、何分の 1 での職員数で
進めなければならないが、それは不可能である。
当面の業務に目を奪われるあまりに、自治体職員
は被災者の声に耳を傾ける余裕を失っている。自
治体が被災者に背を向ける状態さえ生まれてい
る。ところで、被災地の自治体と被災者がスクラ
ムを組んで立ち上がる状況をつくらなければ、被
災者主体の復興は進まない。そのためにも、自治
体とコミュニティの両方で、寄り添える専門家の
持続的な支援が欠かせないと私は考えている。
この人的支援ということでは、全国各地から支
援に入ることを否定しないが、被災地の状況もわ
からないものが週に 1 回程度相談に乗るというこ
とでは、本当の力にはなりえない。それだけに、
被災地周辺の大学や被災地出身の専門家にもっと
頑張ってほしいと思う。それもかなわないとなれ
ば、国が長期派遣の臨時職員を大量に採用して、
自治体に派遣をすることである。その臨時職員
に、都市計画や地方自治を専攻する大学院生をあ
てることも考えられよう。
「金もない、人もいない」では、被災者の夢を
実現することなどとてもできない。「復興に全力
をあげます」という白々しい言葉ではなく、被災
者に寄り添う温かい気持ちと事態を変える財源と
人材の投入が、求められているのである。
